
 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年末の横浜市会第四回定

例市会で、黒川まさる市会議員

は、自民党を代表して林市長と

質疑を行いました。市長との論

戦を振り返り、要約して報告い

たします。（詳細は横浜市会ホ

ームページをご覧ください。） 

 

黒川市議（以下Ｑ）：市内には

多くのスポーツ施設や宿泊施

設がある。ラグビーワールドカ

ップ、東京オリンピック・パラ

リンピックに向けて、事前キャ

ンプ地の誘致を積極的に進め、

子供たちへの夢と、スポーツ振

興や国際交流を図るべきだ。 

林市長ら当局答弁（以下Ａ）：

英国オリンピック代表チーム

とは今年度中に契約をまとめ

る。アフリカ諸国など他の国に

対しても誘致活動を進める。ラ

グビーは公認チームキャンプ

地として誘致を目指す。 

Ｑ：日産スタジアムではラグビ

ーの国際試合やビッグマッチ

を最優先で開催するべきだ。 

Ａ：関係者と調整してぜひ大き

な試合を招致してＷ杯までに

経験を積み重ねたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：オリンピック種目にもなっ

たスケートボードが出来る環

境を市内各地に設けて普及啓

発を図るべきだ。 

Ａ：騒音や安全な運営など課題 

はあるが、適当な候補地があれ

ば積極的に進めていきたい。 

 

Ｑ：２０１７年４月からシーサ

イドラインの通学定期の値下

げが決まったが、公営交通機関

として市営地下鉄も子育て世

代の負担軽減策として通学定

期の値下げに踏み切るべきだ。 

Ａ：平成２９年度中には値下げ

できるように準備を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：インターネット時代だから

こそ、図書館や学校図書館司書

を活用して正しい情報を選択

して活用する技術を子供たち

に教えるべきだ。 

横浜市と大学、企業、研究機

関などの蔵書のネットワーク

化を図るとともにレファレン

ス機能を充実させるべきだ。 

Ａ：各大学の図書館や国会図書

館などの蔵書の無料取り寄せ

は実施している。連携講座など

から学術機関や企業、病院など

とは協力関係を構築している。

調べ学習などで学校司書が授

業と連携をしていく。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：黒川勝が横浜ＪＣで提唱し

て始まった『横浜型地域貢献企

業認定制度』は開始から１０年

になる。地域に根差して頑張る

企業が発展するために、認定 

企業をもっと増やすための工

夫をさらに充実して欲しい。 

Ａ：１０年連続認定の企業への

表彰、さらなるインセンティブ

や助成制度を充実させて認定

企業を増やしたい。 

 

Ｑ：県からの権限移譲に伴い、

教職員配置が横浜市独自でで

きるようになるが、どの部分に

力を入れていくのか。 

Ａ：地域性を踏まえ、いじめや

不登校に対する体制の強化、小

中一貫校や語学指導などに特

に手厚く配置していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年10月末、港南区でお年寄り

が運転する軽トラックによる児童の

死亡事故が発生したことを受け、建

築都市整備道路常任委員会では国に

対して総合的な高齢運転者対策を講

ずるように求める意見書を、黒川勝 

 

 

 

Ｑ：今後、県との二重行政解消

のためにどの分野の権限の移

譲を県に求めていくのか。県は

権限委譲をしたがらないと思

うので勝ち取るべき場面では

しっかり県と闘って欲しい。 

Ａ：がけ、河川などの土木分野

や幼稚園や私立学校などの教 

育分野など市民の生活に密着

した分野は横浜市が担うべき

とだ思う。本年度中に開催する

県との調整会議ではしっかり

と要求していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：熊本地震の後に熊本を訪問

し友人の大西熊本市長から熊

本地震では新しい事態がいろ

いろあったと聞いた。熊本地震

を踏まえた震災対策の検証経

過と今後の対応は変わるのか。 

Ａ：車中泊や物資の供給の流れ、

避難所での物資の受け入れな

ど新しく検討すべき課題は応

援に言った職員からも聞いて

いる。震災対策も進化させるべ

き点については変更していく。 

 

委員長を中心に取りまとめ、横浜市

会から松本純国家公安委員長らに対

し提出されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｑ：市営地下鉄ブルーラインは、

あざみ野から新百合ヶ丘まで

延伸し、川崎北部と新横浜や横

浜都心部を直結させるととも

に、横浜北部で田園都市線と小

田急線をつなぎ、新宿方面への

アクセスを便利にするべきだ。 

Ａ：川崎市との調整が課題だが、

両市の市民にとって有益な延

伸なので積極的に取り組んで

いきたい。 

 

Ｑ：国家公務員宿舎などの国有

地が売却される際には、地域の

課題や地域活性化につながる

チャンスと捉え、より地域のま

ちづくりに資する土地利用を

誘導できるよう、地域の声を踏

まえてスピード感をもって積

極的に国に働きかけて欲しい。 

Ａ：金沢区にも多くの国家公務

員住宅があるのは承知してい

る。横浜市として市民の生活に

プラスになるなら国に対して

働きかけ、地区計画を策定する

など適切に誘導していきたい。 

 

 

 

同委員会では市内の古い住宅街で

緊急車両や介護の車などが通れない

細い道の解消をさらに進める議員提

案条例が審議され成立しました。 

６年前の自民党マニフェストでの

公約はこれで完全実施となりました。 



Ｑ：高齢者による自動車事故が 

相次いでいるが、免許返納者に

は敬老パスの割引や、地域交通

バスの充実など、免許を返納し

ても安心して暮らせる環境づ

くりを検討して欲しい。 

Ａ：高齢者の免許返納のために

横浜市としての独自策も検討

しつつ、国の動きも視野に政策

を進めていきたい。 

 

結びに林市長に対し、原発にかか

わるいじめの問題・横浜アリーナ

でのオリンピックの件・お年寄り

の自動車事故などの対応を念頭に、

国や都県、他都市の動向に対して

待ちの姿勢でなく、積極的に横浜

市長として発信し、日本最大の基

礎自治体の長として、今やるべき

政策を速やかに進めて欲しい。対

外的にも内部に対しても指導力を

発揮して欲しいと注文しました。 

市長からはこれまで取り組んでき

たことが伝わってないのであれば、

より一層発信力を高めていきたい

と異例の答弁がありました。 

 

 

 

昨年２月に那覇市での議員研修会

で黒川まさる市議は『議員提案条例

の制定で議会・行政・市長・市民が

どう変わったのか』と題して３０分

間の講演を行いました。 

同月、日本生産性本部の自治体ト

ップフォーラムでは４０分の講演の

後、北川正恭早稲田大学名誉教授、

泉房穂明石市長らと１時間のパネル

ディスカッションに参加しました。 

８月には早稲田大学日本橋キャン

パスで『マニフェスト大賞の１０年』 

というパネルトークと『熊本大地震

視察報告』を行いました。 

１０月には関東学院大学で『マニ

フェスト大賞と善政競争』と題して 

 

 

 

 黒川市議が力を入れて取り

組んでいる道路局の地域交通

サポート事業ですが、昨年１２

月から高舟台地区では新たな

バス停の新設・増便・最終バス

の繰り下げが始まりました。同

月、釜利谷地区でも一年間の実

証運転として坂本・夏山循環バ

スがスタートしました。片吹地

区では昨年１０月から片吹地

区と能見台駅を結ぶバス路線

が本格運行を開始しました。地

元町内会のみなさんの努力と

バス事業者の協力が実った事

業として金沢区の取り組みは

内外で高く評価されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２０分の講義を学生に行いました。 

 新年１月には金沢小学校で横浜サ

ンディエゴ友好委員会として５年・

３年生の児童に授業を行いました。 

黒川市議は新しい地方議会の在り

方を全国各地で発信しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 金沢区でも横浜市内でも、昭

和４０年代頃に開発・造成され

た戸建ての住宅街がたくさん

あり、高齢化がどんどん進行し

ています。お子さんやお孫さん

が一緒に住んでくれたり、近く

にいたりすれば良いのでしょ 

うが、老夫婦世帯や大きな家に

お年寄りが一人暮らしという

家も多くあります。 

 こういった地域に、きめ細か

いバス路線が出来れば、お年寄

りも積極的に外出するように

なるし、若い世代も帰ってきて

くれるかもしれません。この事

業では実証運行中は行政の助

成金が出ますが、本格運行にな

ると助成金はなくなり、採算が

取れなければ事業は継続でき

なくなります。近隣の商業施設

や商店街、医療や福祉機関など

から独自広告や金銭的なサポ

ートなどがあると事業の継続

に繋がるのではと黒川市議は

議会で提案をしています。 

 

 

 

 

 

 

 先日片吹地区でバスを待つ

人たちに話を聞いてみると「バ

スに乗って夫婦で外出する機

会が増えてとても感謝してい

る」「運転免許も返上してクル

マも処分しようかと思う」とい

った声を聞くことが出来まし

た。お年寄りに外出の機会を増

やす、この事業が全市的に広が

っていくよう応援していくと

黒川市議は語ってくれました。 



 

 

 

 

 

 

 

  11月11日、六本木ヒルズ

にて『第 11 回 マニフェスト

大賞・授賞式』が開催されまし

た。今年も全国から 2514 件

の様々な政策提言やマニフェ

ストの取り組みの応募があり、

10月5日にはマニフェスト賞

議会部門は５件の優秀賞に絞

られました。この日は最優秀賞

が塚本壽雄早稲田大学公共経

営大学院教授から発表され、黒

川まさる横浜市議が最優秀マ

ニフェスト賞を受賞しました。 

議会部門で個人が受賞するの

は初めてです。 

選挙に向けてアンケートで

区民ニーズをつかみ、それを元

に地域別・テーマ別に成果・課

題・将来像を示したマニフェス

ト『愛する金沢再生プラン３』

を作成。横浜市政においては

『よこはま自民党マニフェス

ト 責任と約束』を発信。５０

枚に及ぶパワーポイントの説

明資料をボードにして駅頭や

商業施設の前などで指差し棒

を使って解説・プレゼンテーシ

ョンを繰り返したそうです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商店街活性化ビデオでのダ

ンス動画の発信、１００ページ

を超える政務調査レポートの

毎年の発刊、ネットやＳＮＳで

の発信も評価されました。 

黒川市議は「同じ志の全国の

仲間から刺激を受けて私のマ

ニフェストは作成できました。

この受賞を励みに横浜市政と

議会を進化させてまいりま

す。」と喜びを語りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査委員の塚本壽雄早稲田大

学教授は「選挙ごとのマニフェ

ストのブラッシュアップやパ

ネル作戦など、多岐にわたる活

動が評価された。横浜市の議会

改革の中心人物 

である黒川議員 

の先進的な活動 

に今後も期待し 

たい」と講評を 

述べました。 

 

 

 

 

 

 


